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 地域福祉権利擁護事業 生活支援員だより 

  サポートニュース 
 

 

 

  

あけまして、おめでとうございます。日ごろより本事業に対するご理解とご協力を頂き

ありがとうございます。今後もよろしくお願いいたします。さて、１１月から１２月にか

けて県内４会場で開催しました生活支援員研修会では、主に改正介護保険法について、学

んでいただきました。今号では、今後新たに施行される生活支援員のみなさんに関わりの

ある法律についてご紹介します。 

 

○ 障害者自立支援法 ○  

 障害者自立支援法が平成17年 10月 31日に可決・成立しました。これまで障害種別

ごとに異なる法律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サービス、公費負担

医療などについて、共通の制度の下で一元的に提供する仕組みを創設することとし、自立

支援給付の対象者、内容、手続きなど、またサービス整備のための計画の作成、費用負担

などを定めており、平成18年 4月から段階的に施行されます。 

 

「障害者自立支援法」のポイント 

 

１ 障害者の福祉サービスを「一元化」  

障害者自立支援法では、サービス提供主体を市町村に一元化し、障害の種類（身体障害、

知的障害、精神障害）に関わらず、障害者の自立支援を目的とした共通の福祉サービスが

共通の制度により提供されます。 

２ 利用者本意のサービス体系に再編  

障害の種類ごとに複雑な事業体系・施設体系となっている現行制度を大きく見直し、事

業の目的や役割に着目し事業体系が再編され、さらに就労支援のための事業や重度の障害

者のための支援をより強化するためのサービスが新たに創設されます。 

また障害者が身近なところでサービスが利用できるよう空き教室や空き店舗の活用も視

野に入れながら、地域の限られた社会資源を活用できるような規制緩和が行われます。 

３ 就労支援の抜本的強化 

障害者がもっと「働ける社会」になるよう福祉施設から一般就労へ移行することを目的

とした「就労移行支援事業」の創設や雇用施策との連携が強化されます。 

４ 支給決定の透明化、明確化 
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公平なサービス利用のための手続きや基準も透明化・明確化されます。障害者は市町村

にサービス利用の申請をおこない、市町村では、支援の必要性を客観的に判断する尺度と

して、新たに設けられる「障害者程度区分」を認定するための調査をおこない、その調査

結果は、市町村に設置される審査会に諮られ、最終的な障害程度区分が決定されることに

なります。 

こうして決定された「障害程度区分」をはじめ、介護者の状況や当事者の利用意向など

さまざまな要素を勘案したうえで、サービスが支給される仕組みとなります。 

５ 安定的な財源の確保 

この制度を社会全体で支えるため、障害のある人もサービスにかかった費用の原則一割

を負担し、今後とも必要なサービスが提供できるよう財政基盤の強化を図ることも、障害

者自立支援法の目的の一つとされています。 

利用者には原則一割の負担が発生しますが、急激な負担増とならないように、経過措置

や負担軽減措置が設けられます。負担には所得に応じて月ごとに上限が設けられ、所得の

低い人にはより低い上限額が設定されます。また、資産が少ない人には収入の額に応じて、

さらに上限額を引き下げるなど負担軽減が図られるとともに、施設サービスの利用に際し

て生じる食費や光熱水費等については、原則自己負担となるが、これについても所得の低

い人には負担軽減が図られます。 

 

○ 高齢者虐待防止法 ○  

 高齢者の権利擁護や虐待の防止などを定めた高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律が１１月１日に成立し、今年４月からの施行となります。 

 同法では、「高齢者虐待」を６５歳以上の高齢者に対する身体に外傷が生じる恐れのある

暴行、著しい減食や長時間の放置、心理的外傷を与える言動、わいせつな行為、高齢者の

財産の不当な処分などと定義しています。 

 高齢者の生命や身体に重大な危険が生じている場合、虐待を発見した者に市町村への通

報を義務づけており、通報を受けた市町村は、安全の確認および事実確認のための措置を

講じ、虐待を受けた高齢者を保護するために必要な居室の確保をおこないます。 

 市町村には高齢者の自宅や施設への立ち入り調査の権限を持たせ、警察への援助を求め

ることができるとされ、虐待をおこなった養護者に対して高齢者への面会を制限できる規

定も盛り込んでいます。 

 また、施設職員が虐待の通報をしたことにより、解雇など不利益な扱いをうけないよう

にも規定されています。 

 養護者の支援については養護者の負担の軽減のため、養護者に対する相談、指導および

助言のほか、緊急措置として、高齢者が短期間養護をうけるために必要な居室の確保など

が定められています。 

  

（参考 厚生労働省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、「大坂の社会福祉」12月号） 
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